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特集 少子高齢化社会におけるサステナブルヘルスケア

Ⅰ　予防・健康づくりにおけるPHRの重要性
Ⅱ　PHRサービスの普及を阻害する要因
Ⅲ　PHRサービスの普及を阻害する要因の解決に向けて
Ⅳ　今後のPHRの展望

C O N T E N T S

要　約

民間PHRサービスの課題と
今後の展望

1 わが国の高齢化率が上昇の一途をたどり、社会保障の持続可能性維持が課題となる中、
疾病・介護予防、健康づくりに資するソリューションとして、日々の健康データを把握
し、日常生活改善や健康増進につなげるための仕組みであるPHR（Personal Health 
Record）に期待が寄せられている。

2 しかしながら、多くの民間PHRサービスは健康無関心層の取り込みや利用継続の面で
問題が多い。従来のBtoC型のサービスモデルは限界を迎えており、実際多くの事業者
が事業縮小もしくは終了している。

3 こうした状況を打開するため、、民間PHRサービス事業者としては、行動変容ステージ
モデルやヘルスコミュニケーションといったアプローチを取り込みつつ、国民健康保
険・健康保険組合をはじめとする医療保険者を対象とした健康増進サービスとして変革
していくことが考えられる。

4 さらに、民間PHRサービスのポテンシャルを最大化するためには、民間PHRサービス事
業者にて取得可能なプロセスデータ（個人の生活様式や行動特性のデータ）に、マイナ
ポータルを通じて取得可能なアウトカムデータ（疾病の罹患状況や病勢などのデータ）
を組み合わせることのできる体制を、官民両方から整備することが求められる。
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Ⅰ	予防・健康づくりにおける
	 PHRの重要性

1 少子高齢化による
 社会保障の危機

第二論考にて述べたとおり、わが国の高齢
化率は上昇の一途をたどっており、高齢者増
加による医療費の増大、生産年齢人口の減少
による医療・福祉現場の担い手不足など、社
会保障の持続可能性維持が課題となってい
る。

社会保障の担い手の増加や医療需要・介護
需要の適正化を目指すためにも、近年、病気
や要介護になってからの対応ではなく、日常
からの健康管理の重要性がますます高まって
いる。

2 PHR利活用の推進
生産年齢人口が減少し、社会保障費も限ら

れる中で、予防・健康づくりに割ける予算・
人員は無尽蔵ではなく、ICTなどのテクノロ
ジー、データ利活用が必要不可欠である。そ
のため、人々の健康管理を効果的に支援する
仕組みとして、個人の健康診断結果や服薬履
歴、日々の健康データを電子記録として本人
や家族が正確に把握し、日常生活改善や健康
増進につなげるための仕組みであるPHR（Per-
sonal Health Record）に期待が寄せられて
いる。

政府方針においてもPHRの普及が重要施
策として位置づけられており、毎年の経済財
政運営と改革の基本方針において、PHRの
拡充を図る方針が継続的に記載されている。

2021（令和 3 ）年 6 月に策定された「デー
タヘルス改革に関する工程表」では、国民が

自身の保健医療情報をPCやスマホなどで閲
覧・活用が可能になること、API連携などを
通じて個人のニーズに応じた幅広い民間の
PHRサービスが利用できるようにすること
が方針として掲げられている。上記工程表に
沿ってデータの標準化やシステム改修が進め
られ、2024（令和 6 ）年 3 月にはマイナポー
タル上で薬剤情報や健診情報、予防接種情報
などが確認可能となっている。

さらに、国民が効果的に保健医療情報を活
用できる環境を整備するためには、マイナポ
ータルのような公的な利用環境を整備するだ
けでなく、民間PHR事業者の活用が必要不
可欠として、民間PHRサービスに関する検
討も進められている。

民間PHRサービスに関しては、2019（令
和元）年に立ち上がった「国民の健康づくり
に向けたPHRの推進に関する検討会」の「民
間 PHR 事業者による健診等情報の取扱いに
関する基本的指針」に沿って検討が進めら
れ、個人情報の取り扱いや情報セキュリティ
対策、データの相互運用性などについて取り
まとめられた。

民間におけるPHRサービスのあり方につ
いては、2023（令和 5 ）年にPHRサービス事
業協会が設立されたことにより、民間主体で
の検討へと軸足を移しているが、これまで見
てきたとおり、政府としてはPHRの活用促
進に向けた検討を推し進めており、PHRは
予防・健康づくりにおける重要な施策として
位置づけられている。

民間のPHRサービスは、歩数や脈拍、睡
眠、食事といった日常生活の情報を管理する
サービスと、特定健診や服薬情報など公的な
医療・健康情報を管理するサービスに大別さ
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れる。
次章以降では、特に個人の日常生活改善お

よび健康増進に資するソリューションとし
て、主に日常生活の情報を管理する民間PHR
サービスについて取り上げる。

Ⅱ	PHRサービスの
	 普及を阻害する要因

1 PHRサービスが抱える課題
企業や保険者による健康増進施策を実施す

る中で活用が推進されているPHRサービス
だが、その活用シーンは限定的である。これ
まで多くのPHRサービスが世に出てきたが、
明確な成果につなげられたものは少ない。本
章では、PHRサービスの利用者と提供者の
それぞれの立場からの阻害要因について述べ
る。

（1）	 利用者の離脱が多いPHR
近年、多くの保険者が加入者向けに行動変

容を促すためにPHRサービスを提供してい
る。しかし、ただアプリを提供して利用者個
人の自助努力によって健康意識を改善させ
る、というのは夢物語に近いであろう。

現状のPHRサービスでは、利用者に行動

の記録やデバイスの購入など、主体的なアク
ションを求めているケースが多い。入力負荷
が高い中で利用者の自助を求めても、たいて
いの利用者は途中で離脱してしまい、もとも
と健康に関心のある意識の高い層でないと一
時的な利用にとどまってしまう。

そもそも健康という目に見えないものに対
して、人々は関心を持ちにくい。マーケティ
ング領域でよく使われるAIDMAと呼ばれる
態度変容モデルを図 1 に示す。このモデルを
借用して検討しても、注意喚起まではできて
も第二段階の関心を持ってもらうところまで
にはかなり高い壁がある。

特に生活習慣病の予防が可能な予備群にお
いては、実感できる健康課題を抱えているわ
けではなく、日常生活にも支障がないことか
ら危機感を抱きにくい。いくら将来的なリス
クを数字や統計データを活用して示したとし
ても、実感できないものに対して、コストや
時間をかけて対応しようとするのはリテラシ
ーや関心が高い層に限られてしまう。

その結果、いわゆる「健康オタク」だけが
使うサービスとなってしまい、本来達成しよ
うとしていた健康無関心層へのアプローチが
かなっていないのが現状である。

そうなったときに、彼らが関心を持ってい

図1　状態の認識から行動への移行の壁
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るものは何かを捉えるのが重要である。健康
に隣接する領域で、その人の関心のあるテー
マに沿って提案できれば、その捉えられ方は
大きく変わるだろう。健康に関心はなくて
も、美容やダイエット、スポーツなどに関心
を持つ人は多い。また、手段として使われる
ゲームや競争を目的化して見せることも効果
的であろう。本人の関心が高いテーマの実現
を目指していたら必然的に健康状態の改善に
つながっていた、という仕掛けを行うこと
で、健康意識が低い人にも取り組みたいと思
わせることが可能になるのではないか。

（2）	 状態の認識から行動への移行の壁
また、デバイスや利用者からのインプット

情報を表示させるだけのものも多く、データ
を読み解いて自らの行動を振り返り、行動を
変えるところまではなかなか結びつかないと
いった課題もある。

近年ようやくAIなどを活用したPHRアプ
リが登場し、利用者のリテラシーが高くなく
ても分かりやすい具体的なアクションの提案
がされるようになってきた。

しかし、それもまだ食事や運動などの単独
テーマごとにサービスが分散している傾向が
あるため、利用者側が自らに必要な対応やサ
ービスを選択する必要性が発生してしまって
いる。しかもそれらのサービスがそれぞれ独
立しており、両者のデータを連携する仕組み
はないのが現状である。

前項で提示したように、その人の興味関心
や意向に合わせて、食事・運動・睡眠など包
括的なアドバイスを行えることが重要であろ
う。

2 PHRデータが抱える課題
健康分野において、PHRは新しい分野で

あり、多くの企業でそのデータの活用が目指
されている。しかし、PHRデータはその特
性上、日常生活に関するデータが多く集まる
が、それだけで分析しても得られるものは少
ない。

あくまで日常生活に関するデータは、疾病
に至るまでの説明変数であり、目的変数とし
ての疾患罹患状況や、血液検査などの生体デ
ータと併せて分析することで、初めて意味を
持つものといえよう。

また、疾病予測や施策の効果を評価するう
えでは、人々の行動やその結果としての健康
状態が生涯にわたって追跡できる状態がつく
られることで、初めてPHRデータの意味が
出てくるであろう。

Ⅲ	PHRサービスの
	 普及を阻害する要因の
	 解決に向けて

PHRの活用に注目が集まりつつも、実際
の利用は一部利用者のみにとどまる状況が長
く続く中で、PHRサービスは新たなアプロ
ーチの検討が必要な段階にさしかかっている
と考えられる。

1 行動変容ステージモデルを
 活用した利用者の健康意識の把握
（1）	 健康無関心層の取り込みに求められる
	 健康意識の把握

PHRへの注目度の高まりを受けて、運動・
食事・睡眠などさまざまなPHRサービスが
あふれる中で、どのようなPHRサービスを
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把握したうえでサービスを提供する仕組みの
構築が必要である。

（2）	 行動変容ステージモデルの活用
上記のような利用者の健康に対する意識レ

ベルの特定には、行動変容ステージモデルを
用いることが多い。

行動変容ステージモデルとは、1980年代前
半に禁煙の研究から導かれたモデルであり、
その後食事や運動をはじめ、さまざまな健康
に関する行動に応用されているモデルである

（図 2 ）。
行動変容ステージモデルでは、人が行動を

変える場合、「無関心期」→「関心期」→
「準備期」→「実行期」→「維持期」の 5 つ
のステージを通ると考えられており、対象者

利用するかは利用者自らの課題認識に委ねら
れる形となっている。

しかしながら、多くの利用者の健康意識が
十分とはいえない中で、利用者側に一定のリ
テラシーを必要とする仕組みは機能している
とは言い難い。結果的に健康関心層だけが利
用し、本当に利用が必要な健康無関心層にア
プローチできないサービスとなってしまって
いる。さらに、健康無関心層においては利用
者の課題認識と真の健康課題が一致していな
いことも多く、的外れなサービス利用とな
り、期待した成果が得られないということも
少なくない。

そのため、診断を受けている疾患や特定健
診結果といった客観的な健康状態に加え、健
康に対してどのような意識を持っているかを

図2　行動変容ステージモデルの概要

①無関心期 ②関心期 ③準備期 ④実行期 ⑤維持期

①無関心期　 6 カ月以内に行動を変えようと思っていない
気づきを与える。背景として、現在の健康行動に対する情報が不十分である可能性
が高い。そのため、まずは今の状況を把握させる
意識の高揚：例）さらに深掘りしたくなるような運動の簡単な知識を与える
感情的経験：例）運動不足が原因で重篤な疾患にかかった人について考えてもらう
環境の再評価：例）自分が運動不足のままでいると、家族や友人にどういう影響があるか考

えてもらう

②関心期　 6 カ月以内に行動を変えようと思っている
自己の再評価：例）運動不足のままでいるとどうなるのか、運動を
するとどう生活が変わるかをイメージさせる

③準備期　 1 カ月以内に行動を変えようと思っている
準備期への働きかけでは、実行に向けての具体的な行動に関する方
法の選択と自己決定ができるように促す
自己の開放：例）家族や同僚にウォーキングをすることを宣言する

④実行期～⑤維持期　すでに行動を変えている
どのように実行するか、継続するかに焦点を当てて考えさせる
行動置換：例）テレビをボーッと見ていた時間を筋トレに置き換える
援助関係：例）ウォーキングに行っている間、家族にこどもを見ていてもらう
強化マネジメント：例）ウォーキングが1 カ月続いたら、自分にご褒美をあげる
刺激の統制：例）玄関の一番目立つところにランニングシューズを置いておく
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が今どのステージにいるのかを把握し、それ
ぞれのステージに合わせた働きかけをするこ
とが必要となる。

①無関心期
無関心期は「 6 カ月以内に行動を変えよう

と思っていない時期」とされており、そもそ
も健康への意識が非常に低い状態にある。

このような健康無関心層については、自分
自身の現在の健康状況に対する情報が不十分
である可能性が高いため、まずは今の状況を
把握させるための気づきを与えることが重要
となる。

②関心期
関心期は、「 6 カ月以内に行動変容に向け

た行動を起こす意思がある時期」とされてお
り、健康に関心はあるがまだ具体的な行動を
起こす意思形成には至っていない時期であ
る。

漠然と健康への関心を持ち、行動変容を起
こしたいという気持ちは持ちつつも、具体的
なイメージができていない状態となるため、
行動変容によりどのようなメリットが生じる
のかなど具体的なイメージ形成を支援するこ
とが重要となる。

③準備期
準備期は、「 1 カ月以内に行動を変えよう

と思っている時期」であり、行動変容に向け
て具体的な準備を行っている時期である。

すでに行動変容による具体的なメリットを
感じており、実行に向けて具体的な行動を提
示することが重要となる。

④実行期
実行期は、「行動を変えてから 6 カ月以内

の時期」であり、行動変容が始まったばかり
の、まだ習慣化していない時期である。

すでに行動変容のメリットは感じているも
のの、一方で新たな行動に対してストレスを
感じていたり、成果が出ず挫折してしまった
りする時期でもあるため、行動変容維持に向
けたサポートが求められる。

⑤維持期
維持期は、「行動を変えてから 6 カ月以上

経った時期」であり、新たな行動が習慣化さ
れた時期である。この時期には、何か問題が
あっても自ら行動を継続できるようになって
きているため、徐々に医療者の介入を減ら
し、自立を進め、自ら問題解決できるよう促
していく必要がある。

このように、PHRサービスの利用が必要
な無関心期と、すでに健康に興味を持ってい
る関心期以降では求められるアプローチは全
く異なっている。

そのため、PHRサービスの提供に当たっ
ては、ユーザーが行動変容ステージモデルの
どの意識レベルに位置しているのかを特定し
たうえでのサービス提供が必要となる。

2 利用者を行動変容へ導く
 ヘルスコミュニケーションの活用

利用者のステージを特定したうえで、実際
に行動変容に導くための手法にも検討が必要
である。

利用者が行動変容するためのドライバーと
しては、ポイントや商品券といったインセン
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のとして取り上げている。
ヘルスコミュニケーションでは、そもそも

健康や医療に興味のない無関心層が圧倒的に
多数を占める中で、何をどのように伝えれ
ば、対象者の興味を引き、メッセージの内
容・重要性について理解を得、行動変容にま
でつなげることができるのか、に焦点が当て
られている。

（2）	 ヘルスコミュニケーションの実践事例：
	 東京都八王子市における
	 がん検診DMの事例

実際に同じ内容であっても、どのような伝
え方をするかによって受け取り手の行動が変

ティブや、所属企業などによる強制力、ゲー
ミフィケーションによるエンターテインメン
トなど、さまざまなものがある（表 1 ）。

ここでは特にヘルスコミュニケーションに
ついて取り上げる。

（1）	 ヘルスコミュニケーションとは
ヘルスコミュニケーションとは健康に関連

したコミュニケーション全般を指し、概念と
しては非常に広い。ここでは主に利用者を行
動変容に導くという観点から、保険医療の専
門家が、個人やコミュニティに対して健康に
関する情報を提供し、意思決定に影響を与え
るためのコミュニケーションのことを指すも

表1　行動変容のためのドライバー

分類 概要

1 報酬（インセンティブ）
健康行動の継続度や目標の達成度に応じて報酬がもらえる機能
ポイントなどの金銭的な報酬に加えて、ステータスなどの心理的（社会的）なインセ
ンティブもある

2 パーソナライズ 個人個人の目的などにカスタマイズできる機能、一人ひとりに合った選択を可能にす
る機能

3 ビジュアルモニタリング 視覚的に自分の健康状態・行動・結果を蓄積し、視覚的に表現できる機能

4 ヘルスナレッジ 健康づくりに必要な知識提供機能

5 ヘルスコミュニケーション

健康向上を目的に用いる以下のようなコミュニケーション方法
● ヘルスコーチング（やる気を最大限引き出す支援）
● ヘルスカウンセリング（悩みを解決する支援）
● ヘルスインストラクティング（専門知識・経験を活用した片方向の指導）

6 エンカレッジメント
励まし機能
専門家が直接アドバイスを行う直接的励ましと、参加者が活動するコミュニティにお
ける活動状況の報告＆参加者同士での励まし合いがある

7 交流 他社（参加者同士など）との交流機能
リアルの場とSNSなどのWebコミュニティの場がある

8 コンペティション 競争機能
不特定多数の人との競争だけでなく、仲間（チーム単位）での競争もある

9 エンターテインメント
楽しさ演出機能
ゲームが本来的な目的でない活動やサービスにゲーム的要素を取り込んで、より楽し
く継続する形に導くゲーミフィケーションなど

10 負荷のない測定（・収集） 非侵襲／低侵襲で測定の付加を低減
加えて、自動収集も実施

11 一元化 測定から介入までを一つのデバイスやアプリで対応している

12 組織力 組織からの強制・命令として、トップダウンで施策を実施。ときにはペナルティも課
す。また組織の社会性を活用するケースもある
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容したかを示す事例として、東京都八王子市
で実施された大腸がん検診・精密検査受診率
向上事業を取り上げる。東京都八王子市で
は、毎年年度初めに大腸がん検診の受診対象
者に対して便検査キットを送付していたが、
実際に受診に至る者は 7 割程度にとどまって
いた。そのため、便検査キットを送付した人
のうち、10月時点で未受診の人を対象に 2 パ
ターンのはがきを送付し、メッセージの違い
によって受診率が変化するかの検証を行って
いる。

具体的には、「今年度大腸がん検診を受診
された方には、来年度、『大腸がん検査キッ
ト』をご自宅へお送りします」と記載した利
得フレームよるメッセージと「今年度、大腸
がん検診を受診されないと、来年度、『大腸
がん検査キット』をお送りすることができま
せん」と記載した損失フレームによるメッセ
ージの 2 パターンのはがきを送付している。

上記アプローチは、人は損失を回避すると
いうプロスペクト理論に基づいて設計されて
おり、実際に利得パターンによるメッセージ
を受け取ったグループよりも、損失パターン
によるメッセージを受け取ったグループの方
が、受診率が7.2％向上するという効果が確
認されている。

このように、同じ内容であっても、伝え方
次第で行動変容にまでつなげられるか否か、
という結果には差異が生じる。

ヘルスコミュニケーションのアプローチ
は、健康無関心層を取り込めていないPHR
サービスにおいて、まずは認知し、利用を開
始してもらう（行動変容を起こさせる）とい
う観点から重要なアプローチであると考えら
れる。

Ⅳ	今後のPHRの展望

1 PHR利用者のニーズ変化
先述のとおり、PHR事業者はこれまでの四

半世紀において生活者を対象としたBtoC型の
サービス展開を進めてきた。従前の施策展開
では、健康課題が健在化する一部の層、もし
くはそれなりの健康オタクに市場が限定され
てしまうことはすでに言及したとおりである。

しかし、これだけスマートフォンの普及が
進んだ現代においては、単に活動を記録する
だけの機能に価値を見いだすことは困難であ
る。生活者側も、さまざまなサービスを利用
する中で記録されたデータに基づく活動を提
案されることや、情報提供を受けられること
などを当然と思うようになっており、スマート
フォンがわが国で本格的に普及する約10年前、
すなわち i モードやEZwebなどが台頭した3G
世代とでは、利用者側の要求もかなり高度な
ものとなっていることはいうまでもない。

2 迫られるビジネスモデルの変革
PHRサービスの普及を阻害する要因とし

て常に横たわっている問題は、利用者の離
脱、すなわち飽きられてしまうことにある。
特にその傾向は若者ほど顕著である。現時点
で、記録することで利用者個人がメリットを
享受できるサービスは事業的にも成功してい
るとはいえるものの、その他のアプリの大半
はじり貧状態に陥っている。このようなサー
ビスはBtoC型のサービスだけでは拡大する
ことができず、利用者の離脱を補えるだけの
新規利用者を獲得できなければ、事業規模が
縮小していくことは自明である。しかしなが
ら、実際、記録するだけのサービスが過半数
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これまでのような記録サービスだけで消費者
に価値を訴求していくことは難しい。そこ
で、いかにしてサービス利用による効果実感
を顧客に体感させるかが重要になってくる。

（2）	 医療保険者向け
	 BtoB／GtoC型サービスへの転換

国民健康保険・健康保険組合をはじめとす
る医療保険者が、主に特定保健指導対象者な
どの被保険者向けの健康増進サービスとして
提供していくサービスについては第二論考で
触れたとおりである。PHRサービスの中で、
医療保険者向けにサービスを展開していくに
は、被保険者の状態把握を一元的に実施でき
るよう管理者画面が必要となるが、PHRサ
ービサーのうち自社サービスにこの管理者画
面を有している事業者が少ないこと、また健
保・国保向けの営業に割く人的リソースがな
く、そこまでの事業拡大が難しいといった課
題もある（図 3 ）。

を占めており、提供価値や魅力に欠けていた
サービスを中心に、この数年の間で多くの
PHRがサービスを終了している。

こうした状況を打開するために、PHRは
今後、①個別化健康増進サービスとなる、②
健保組合など保険者向けサービスとしてBtoB
／GtoC型のビジネスモデルに変革する、と
いった方向へ展開するのではないかと筆者ら
は考えている。

（1）	 効果実感を追求する
	 個別化健康増進サービスへの転換

利用者個人の特性を考慮し、本人に個別化
された運動・食事面での指導を実施し、医療
系専門職との個別面談で得られる効果とほぼ
同等のものを提供していくサービスや、AI
を活用して、個々人のPHRデータを基に本
人にとって最適な健康増進プランを提示する
サービスが登場しつつある。BtoC型のビジ
ネスモデルでサービスを展開するとなると、

図3　サービス提供機能の拡充（管理者画面の実装）

管理者画面を通じた個別管理によって、PHRサービスの利用状況や、
施策効果の低い対象者に対する個別指導の実施が可能となる

被保険者は、PHRプレーヤーから提供される
サービスを利用する

被保険者の特性や
要対処課題の抽出
効果的な新施策の
企画立案が可能と
なる

保険者保険者

被保険者
被保険者

PHRサービスの提供

管理者画面

契約 契約

Before

PHRプレーヤー PHRプレーヤー

After
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ジネスモデルの中で組織の強制力を働かせた
健康増進施策を展開することも可能になる。
医療保険者向けのサービス市場においては
BtoBtoE（Employee）型モデルと呼ばれるも
のだが、この分野にPHRをしっかりと根づ
かせていくことが重要ではないだろうか。図
3 でも示したように、保険者が被保険者（従
業員）の健康管理を中央集権的にできるよう
になれば、被保険者個々人の行動特性や健康
状態を踏まえた、個別化された保健指導・助
言が実現する点で、BtoBtoE型のモデルは今
後重要度を増していくものと期待される。

3 短期集中利用型PHRサービスの
 可能性

PHRのサービス特性を踏まえれば、飽き

筆者らは、上記の中でもとりわけ②医療保
険者向けBtoB／GtoC型でのサービス展開に
商機があると見込んでいる。

国は第四期特定健診・保健指導計画におい
て、特定保健指導対象者に対する指導を、全
面的にICTを通じて実施することを認め、さ
らに腹囲 2 cm体重 2 Kgの減少といったアウ
トカムを達成した時点で特定保健指導を完了
することとした。医療保険者においては、リ
アルタイムで対象となる被保険者の健康状態
を把握する必要性が生じ、同時にアウトカム
達成のためにアプリケーションを通じ、対象
者に個別化されたサービス提供を実施する環
境を構築していくことが予想される。

また、PHRサービサーが医療保険者を介
して事業者と連携できれば、BtoBtoC型のビ

図4　行動変容ステージモデルを用いた対象者把握のイメージ

凡例

無関心期

関心期

診断 重症化予防 治療

準備期

実行期

健康
患者

未病～予備軍

維持期

何かしらの効果実感を体験させることで準備
期→実行期へ移管させるサービスを提供
健保・人事に対してもステージの移動状況な
どを定点で共有し、組合員の状態について情
報提供する
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セスデータでしかない。したがって、民間
PHRデータをどのように分析したとしても、
個人の生活様式・行動特性の分析にしかなら
ないことが多い。

もちろん、何らかのアウトカムデータとし
て使用できるデータであれば話は変わってく
る。したがって、健診データや電子カルテに
記載されている疾病の罹患、病勢などのデー
タと紐づけない限りは、健康増進に資する行
動パターンを抽出することは難しい点に留意
する必要がある。本来であれば、こうしたア
ウトカムデータとプロセスデータが組み合わ
さって初めて、個人別・疾病別に最適なアク
ションを提案できるようになる。国がマイナ
ポータルを通じて、健診データなどのデータ
を本人同意の下で民間企業に開示できるよう
になれば、健康増進サービスの質は飛躍的に
向上することが予見される。こうした便益を
享受できる可能性を踏まえると、国が推進す
るマイナポータルを通じた健康データへのア
クセスは早急に実現されるべきと考える。同
時に民間企業側もデータ利活用に向けた準備
を早急に整えることが望ましい。

最後に、疾病別に行動変容ステージモデル
の考え方を応用し、患者予備群や患者自身に
働きかけをするケースも多くはない。一連の
考え方を具現化したサービスが実現されるよ
うになれば、PHRは従来のBtoC型のモデル
からBtoB／GtoC型のモデルとして、短期集
中的に対象者の健康増進意識や行動の変容を
促すサービスが社会に実装されるようになる
のではないだろうか。

られることを前提とした使い切りのサービス
という考え方もある。たとえば、短期集中で
定期的にサービス利用者の状態をチェックす
るための仕組みそのものをサービスに仕立て
ていくことも、考え方としてあるのではない
だろうか。

仮に、医療保険者の提供サービスとして
PHRを展開する場合、限られたリソースで
最大限の効果を上げるために、サービス利用
者の健康意識の状態を把握するとともに、顕
在化している健康上の課題の双方を把握する
必要がある。状態と本人の意識レベルによっ
て、保険者から訴求するメッセージや、誘導
する活動の方向をコントロールするための仕
組みが必要といえる。図 4 に示したように、
ヘルスプロモーションを実施する場合、対象
者が行動変容ステージモデルのどの段階に位
置づけるのかを把握することが第一に求めら
れると考えられる。

上述のようなサービスを求めている医療保
険者は多く存在する。しかし、行動変容ステ
ージを一つ進展させるために必要なアクショ
ンを体系的に整理しているサービスは希少で
ある。

4 PHRサービスの
 ポテンシャル最大化に必要な
 ネクストアクション

民間事業者が取得しているPHRデータの
限界についても理解したうえで、そのデータ
特性を考慮したサービス設計が必要となる。
民間PHRデータはあくまで個人の生活様式、
行動特性のデータである。健診データや疾病
の状態を指し示すデータをアウトカムとする
ならば、民間PHRデータは、あくまでプロ
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